
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

訪問看護サービス契約書

１.　契約の目的
　　（１）くろかわ訪問看護ステーション（以下事業所という）は、利用者に対し介護保険法等の関係法令及びこの契約書に従い可能な限りその居宅において、その能力に応じ自立した日常生活を営むことが出来るよう、療養生活を支援し訪問看護を提供します。
	回数
	曜日
	時間帯
	サービス内容

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	


２.　契約期間・更新

　　本契約の有効期間は、契約締結の日から　　ケ月とします。契約期間満了の２日前までに契約者から契約終了の申入れがない場合には、本契約はさらに同条件で更新されるものとし、以後も同様とします。また、利用者が契約時に要支援、要介護認定を受けていない場合は、契約締結後最初に受けた要介護、要支援認定の有効期間満了日をもってこの契約の満了日とします。

３.　守秘義務等

（1） 事業者及びサービス従事者はサービスを提供する上で知り得た契約者及び介護者等に関する事項を正当な理由なく第三者に洩らしません。この守秘義務は、本契約が終了したあとも継続します。

（2） 事業者は利用者にかかる他の居宅介護支援事業者等との連帯を図るなど正当な理由がある場合には、事前に同意を得たうえで、利用者又は家族等の個人情報を用いることができるものとします。

（3） 事業者は、利用者に医療上、緊急の必要性がある場合には医療機関等に利用者に関する心身等の状況を提供できるものとします。

４.　サービス提供の記録等

（1） サービス提供した際には、あらかじめ定められた『訪問看護サービス記録』等の書面に必要事項を記入し、サービス提供終了時に利用者の確認を受けます。

（2） 事業者は一定期間ごとに『訪問看護サービス計画書』の内容にそってサービスの提供の状況、目標達成等の状況等に関する訪問看護サービス記録等の書面を作成して、求めに応じて利用者に説明の上交付します。

（3） 事業者は、前記、『訪問看護サービス記録』等の記録を作成終了後５年間は適正に保管し、利用者の求めに応じて交付します。

５.　サービス提供責任者等

　　　サービスを提供する主な看護師等は次のとおりです。なお、都合により看護師等を変更することもあります。

　　　　看護師等の氏名
	


６.　利用者負担金

（1） 利用者からいただく利用者負担金は別表1、別紙のとおりです。

（2） この金額は介護保険法の法定利用料に基づく金額です。（又は，介護保険の法定利用料の範囲内で当事業者が設定した金額です。）

（3） 利用者負担金は毎月月末までに納付書により、お支払いいただきますようお願いいたします。

くろかわ訪問看護ステーション利用料一覧表　別表1

	利用料の種類
	利　　用　　料　　金

	基本利用料
	・介護保険法の該当者　

厚生大臣が定める費用基準額より居宅介護サービス費を控除した額

・高齢者の医療の確保に関する法律の該当者　　　　　
厚生大臣が定める額

・健康保険法の該当者　　　　　
加入健康保険の負担割分

	差

額

費

用
	長時間加算
	・介護保険法の該当者で介護サービス計画に基づく訪問時間を超えた場合

・高齢者の医療の確保に関する法律・健康保険法の該当者で90分を超える
訪問看護の場合30分毎に1,300円

	
	休日加算
	高齢者の医療に確保に関する法律・健康保険法の該当者

午前６時から午後１０時まで　　　　30分毎に1,800円

午後１０時から翌日の午前６時まで　30分毎に2,100円

	実

費

負

担
	交通費
	・自動車の場合（黒川地域を越えた地点からの片道距離で積算）

１ｋｍ当たり50円　　

	
	死後の処置料
	訪問看護の提供と連続して行われる在宅での死後の処置の場合　8,000円

	
	日常生活上

必要な物品
	実費


７.　消耗品等の使用

　　　訪問看護師は、利用者及びその家族の同意を得てサービス提供に必要な範囲で、利用者及びその家族の消耗品（器具、材料、水道、電気、ガス、電話等）を使用します。

８.　被保険者証の提示等

　　　利用者は、訪問看護を受ける都度、事業者に被保険者証を提示し、事業者は当該被保険者証により、利用者の被保険者資格、要支援認定の有無、要介護認定の有無、要介護認定の有効期間及び認定審査会意見を確認します。

９.　苦情処理

（1） 事業者は利用者及びその家族からの相談、苦情に対応する担当者を明示し、提供した訪問看護サービスに関する苦情処理に対し、迅速かつ適切に対応し、サービスの向上、改善に努めます。

（2） 利用者は、前項に定める苦情担当者のほか、居宅介護支援事業者及び市町村等の苦情申立て機関に苦情を申立てることができます。

（3） 事業者は利用者が第１項、第２項の苦情申立てを行った場合、これを理由として利用者に対して、なんらかの不利益な取り扱いをいたしません。
１０．ハラスメント対策に関する事項
（１）事業者は、適切な本サービス提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって、業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じます。
（２）利用者またはその家族等による従業者への身体的暴力、精神的暴力やセクシャルハラスメントがなされた場合、双方の信頼関係が著しく損なわれ、改善する見込みがない場合、契約の解除等を行う場合があります。
１１．身体拘束に関する事項
　　事業者は、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害等のおそれがある場合など、利用者本人又は他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられる時は、利用者に対して説明し同意を得た上で、次に掲げることに留意して、必要最小限の範囲内で行うことがあります。その場合は、身体拘束を行った日時、理由及び対応等についての記録を行います。また、事業者として身体拘束をなくしていくための取り組みを積極的に行います。
（１）緊急性…直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人又は他人の生命・身体に危険が及ぶことが考えられる場合に限ります。
（２）非代替性…身体拘束以外に、利用者本人又は他人の生命・身体に対して危険が及ぶことを防止することができない場合に限ります。
（３）一時性…利用者本人又は他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなった場合は、直ちに身体拘束を解きます。
１２．　虐待防止に関する事項
事業者は、虐待の発生又はその再発を防止する為、次に揚げるとおり必要な措置を講じます。
（１）虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に十分に周知します
（２）成年後見制度の利用を支援します。
（３）虐待の防止のため指針を整備します。
（４）従業者に対する虐待防止を啓発・普及するための研修を実施します。
（５）サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親戚・同居人等）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかにこれを市町村に通報します。
（６）前五号に掲げる措置を適切に実施する為の担当者を配置します。
虐待防止対策担当者：鈴木　文枝　
１３．非常災害対策に関する事項
（１）事業所に災害対策に関する担当者（防火管理者）を置き、非常災害対策に関する取り組みを行います。

（２）非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知します。

（３）非常その他の緊急事態に備え、執るべき措置について事業継続計画を策定し、従業者及び利用者に周知徹底を図ります。従業者に対して定期的に研修、訓練を行います。
１４．　感染症の予防及びまん延防止対策に関する事項
（１）感染対策委員会を設置します。
（２）平常時の対策及び発生時の対応を規程し「感染対策の指針」を策定します。
（３）「感染対策マニュアル」に沿って予防対策を講じます。
（４）指定感染症の発生時において、事業継続計画を策定し、従業者及び利用者に周知徹底を
図ります。従業者に対しても定期的に研修等を行います。
（５）感染症蔓延及び災害発生時は、その規模や被害状況により通常の業務を行えない可能性があります。災害時の情報、被害状況を把握し安全を確保した上で、利用者の安否確認や支援、主治医や関係機関との連携、必要時の訪問を行います。
１５.　キャンセル

　（１）　利用者の都合でサービスを中止にする場合には、できるだけサービス利用の前日までご連絡ください。（ただし利用者の容態の急変など、緊急やむをえない事情のある場合には除くが、あくまでも早期に連絡することを基本とするものです。）

１６.　緊急及び事故発生時の対応・損害賠償
（1） 事業者は訪問看護提供中に利用者の病状の急変を生じた場合、その他必要な場合は、速やかに主治医と連絡を行うなど必要な措置を講じます。

（2） 事業者は利用者に対する訪問看護サービスの提供に伴って事故が発生した場合には、速やかに市町村、利用者の家族等に連絡を行うとともに必要な措置を講じます。

（3） 事業者は訪問看護サービスの提供に伴って、事業者の責めに帰すべき事由により利用者又はその家族に損害を及ぼした場合には、その損害を賠償します。ただし、事業者に故意、過失がない場合はこの限りではありません。
１８．利用者からの中途解約

（1） 利用者は事業者に対して、契約終了希望日の７日前までに文書で通知することにより、この契約を解除することができます。ただし、利用者の病変、急な入院等、やむをえない事情がある場合は直ちに契約を解約することができます。

（2） 利用者は事業者が正当な理由なく、この契約に違反した場合、又は利用者やその家族に対して関係法令に違反する行為を行った場合は、直ちに契約を解約することができます。

１９．事業者からの契約解除

（1） 事業者はやむをえない事情がある場合、利用者に対して契約終了日の１か月前までに理由を示した文書で通知することにより、契約を解除することができます。

（2） 事業者は次の事由に該当した場合は、文書で通知することにより、直ちにこの契約を解除することができます。

1、 契約者による利用負担金の支払いが３か月以上遅延し、相当期間を定めた催告にもかかわらずこれが支払われない場合

2、 利用者又はその家族の不相当な行為により、双方の信頼関係が著しく損なわれ、改善する見込みがない場合

２０．　契約の終了

（1） 次の事項に該当した場合はこの契約は自動的に終了します。

1、 利用者が介護保険施設に入所した場合

2、 利用者の要介護認定区分が自立と認定された場合

3、 利用者が死亡した場合

4、 第１２条から第１３条に基づき本契約が解約又は解除された場合

２１．　その他

（1） サービス提供の際の事故やトラブルを避けるため、次の事項にご留意ください。

1 看護師は、年金の管理、金銭の貸借など金銭の取り扱いはできません。

2 看護師は、介護保険制度上、利用者の心身の機能の維持の回復のために療養上の世話や診療の補助を行うこととされています。それ以外の業務（食事の準備、掃除等）をすることはできませんのでご了承ください。

利用者との契約については、利用者との契約者は下記のとおりになります。

　契約締結日

　　　　　令和　　　　年　　　月　　　日

　私は、以上の契約内容について説明を受け、内容を確認しました。
訪問看護サービスの利用を申し込みます。

契　約　者

	


　利用者

　　　　　　住　　所

　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　電話番号

代　理　人

　　　　　　住　　所

　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　電話番号

　当事業者は、居宅介護サービス事業者として利用者の申し込みを受託し、この契約書に定めるとおり、誠実に責任を持って行います。
事　業　者

	


　　　　　　住　　所　　　　宮城県黒川郡大和町吉岡字西桧木６０番地

　　　　　　氏　　名　　　　くろかわ訪問看護ステーション

　　　　　　　　　　　　　　　　所長　　鈴木　文枝　

　　　　　　電話番号　　　　０２２－３４７－１６７７

　

個人情報使用同意書

　私（利用者及びその家族）の個人情報については、次に記載するところにより必要最小限の範囲内で使用することに同意します。

記

１．使用目的
（1） 介護サービスの提供を受けるにあたり、介護支援専門員と介護サービス事業者との間で開催されるサービス担当者会議において、利用者の状態、家族の状況を把握するために必要な場合。
（2） 上記（１）のほか、介護支援専門員又は介護サービス事業者との連絡調整のために必要な場合。

（3） 訪問看護実施にあたり、医療機関への状態報告及び連絡調整のために必要な場合。
２．使用する事業者（居宅サービス計画に定められた事業者）

　　　　　　　くろかわ訪問看護ステーション

　　　　　　　宮城県黒川郡大和町吉岡字西桧木６０番地

３．使用する期間

　　　令和　　　年　　　月　　　日から　　　令和　　　年　　　月　　　日まで

４．条件

（1） 個人情報の提供は必要最小限とし、提供に当たっては関係者以外のものに漏れることのないよう細心の注意を払うこと。

（2） 個人情報を使用した会議、相手方、内容の経過を記録しておくこと。

令和　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　利用者　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　利用者の家族　住　所

　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
契約解約届出書

私事都合により、訪問看護サービス利用契約の解約を届出します。

　　　令和　　年　　月　　日

　　　　　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	


　　　くろかわ訪問看護ステーション

　　　　　所長　　鈴木　文枝　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
契約解除届出書
	

	

	

	

	

	


下記事由につき、訪問看護サービス解約の解除を届出します。

　　　契約者　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くろかわ訪問看護ステーション

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所長　　鈴木　文枝
訪問看護サービス契約書





くろかわ訪問看護ステーション


〒981-3621　黒川郡大和町吉岡字西桧木60番地





ＴＥＬ　347-1677


ＦＡＸ　345-6370























